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研究要旨 頚椎後縦靱帯骨化症患者に対して、新しい画像評価法である Diffusion 

Tensor Tractgraphy (DTT)を用いて、脊髄圧迫による脊髄の微細な変化の早期診

断が可能であるかを検討し、術前のDTT 画像と術前後の麻痺改善度の比較から、

DTT が術前の予後予測や手術治療のタイミング判定に有用かどうかを多施設研

究で行うため、方法論や画像評価法の統一を試みている。 

 

Ａ． 研究目的 

頚椎後縦靱帯骨化症では、脊髄圧迫が緩

徐に進行するため、時に高度な脊髄圧迫に

もかかわらず麻痺は軽度な症例が存在する。

このような症例に対して、どこまで保存療

法を行い、どのタイミングで手術適応を考

慮するべきかに関してはいまだ意見の一致

を見ていない。従来の MRI では、脊髄内の

投射路に関する情報は、ほとんど得られな

い。拡散テンソル投射路撮影(DTT)は、生

体構造内の水分子の拡散の異方性に着目し

て可視化した新しいイメージング法である。

我々は、過去にサル脊髄損傷モデルや、慢

性脊髄圧迫モデルを用いて、脊髄損傷や脊

髄症における DTT の有用性を報告してき

た (Fujiyoshi et al., J Neurosci 2007, 

Takano et al., Spine 2012)。即ち、DTT の

tract/fiber 比(TFR)と残存神経線維数、MRI

の狭窄率と運動機能評価はそれぞれ有意な

相関があることを報告してきた。そこで、

頚椎後縦靱帯骨化症の患者に対して、術前

の DTT 画像と術前後の麻痺改善度の比較

から、DTT が術前の予後予測や手術治療の

タイミング判定に有用であるかどうかを検

討し、頚椎後縦靱帯骨化症に対する DTT の

臨床的意義を確かめることとした。昨年度

までの本研究班において、我々は単一施設

での 32 名の頚椎後縦靱帯骨化症患者に対

する頚椎 DTT 撮像を行い、後縦靱帯骨化症

に伴う頚髄麻痺において、DTT から得られ

たTFRは術前患者の麻痺を表す JOA score

と正の相関をなし、狭窄率とも密接に関わ

っていることを示した。TFR と術後 JOA

改善率との間にも正の相関があることから、

術前 DTT は術前患者の予後予測にも有用

であると考えられる。この結果を、多施設

で研究することが本研究の目的である。 

Ｂ．研究方法 

慶應義塾大学、千葉大学、東京医科歯科

大学、富山大学の４大学において、それぞ

れの MRI を用いて DTT 撮像を行う。各施

設での DTT 撮像の可否や解析方法を統一

化し、多施設研究での DTT 撮像および解析

を行い、比較検討する。 

（倫理面での配慮） 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員会

における厳正なる審査を受け、承諾済みと

なっている。その後、千葉大学、東京医科

歯科大学、富山大学での倫理申請が承認さ

れている。すべての患者に対して、本研究

の意義を充分に説明し、了承された上で行

っている。 



Ｃ．研究結果 

１．各大学での MRI 撮像装置の状況 

各大学での MRI 装置はそれぞれ慶大、東

京医科歯科大学が GE 社製の Signa HDxt 

1.5T を使用し、千葉大学は GE 社製の

Dicovery MR 750, (1.5T, 3T), 富山大学は

SIEMENS 社製の MAGNETOMA vanto 

1.5 T であった。進捗状況を表１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．撮像条件検討 

次に、昨年度の慶大での撮像条件を用い

て他大学のシステムで撮像が可能かどうか

を検討した。千葉大の 1.5T での撮像は同様

に DTT 撮像と画像化は可能であったが、

3.0T では、1.5T での条件では画像構築が困

難であった（図１，２）。撮像条件を最適化 

することにより、画像構築が可能となっ

たが、1.5T のものとは異なる条件であった

(図３)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、富山大学の 1.5T MRI による DTT

では、SIEMENS 社製であり、慶大との条

件とは異なる条件での撮像となった。また、

解析においては、DICOM データでの直接

解析はできず、一度ファイルを NIfTI 

format に変換する必要があることが分か

った(図４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京医科歯科大学では、慶大と同じ GE 社

製の Signa HDxt 1.5T であり、撮像は可能

であったが（図５）、DTT の画像構築を

TracVis とは異なる AZE を用いて行ったと

ころ、TracVis と AZE の解析でそれぞれの

Track fiber数に乖離があることが分かった



(図６，７)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

昨年度我々は、後縦靱帯骨化症に伴う頚

髄麻痺において、DTT から得られた TFR

は術前患者の麻痺を表す JOA score と正の

相関をなし、狭窄率とも密接に関わってい

ることを報告た。TFR と術後 JOA 改善率

との間にも正の相関があることから、術前

DTT は術前患者の予後予測にも有用であ

ると考え、本結果を多施設共同研究により

症例数を増やして解析することとした。し

今回は、多施設研究を行う前段階として、

プロトコールや撮像法の統一を目指して欠

く施設での検討を行った。検討結果のまと

めを表２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の検討により、多施設研究において

は、各病院での MRI 機器やテスラ(T)数、

解析ソフトによって DTT の tract の画像構

築や tract fiber 数が異なってくることが分

かった。今後はこれらの結果を統合し、共

通のプロトコールを作成した上で、DTT 撮

像の多施設研究を実際に開始していく予定

である。 

Ｅ．結論 

頚椎後縦靱帯骨化症の麻痺重症度・術前

の予後予測判定に DTT は有用であると考

えられるが、多施設共同研究の開始にあた

っては、MRI 機器やテスラ数、解析ソフト

などを統一する必要がある。 
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